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む　す　び
　1802年に始まるイギリスエ場法（Factories　Act）については、20世紀後半に、その内
実と実効性に強い疑問が呈されるようになり、もはや研究対象として注目を浴びることは
ほとんどない。しかし、それでも他の諾国に先駆けて制定された労働条件に関する法とし
て、それなりに言及されるlj。これに対して、1886年に初めて制定され、いわゆる戦間期
にようやく確立をみたイギリス商店法（Shops　Act）が、店員の労働条件を定める法的枠
組みとしての存在意義をもつことは、往々にして看過される。本稿は、イギリス商店法に
関心が寄せられて来なかった事情を探りつつ、その労働保護立法としての意義を掘り起こ
そうとする試みの第一歩である。
（1）労働保護立法としての商店法
　労働保護立法としての商店法の存在が注目されない第一の理由は、その代表とされる工
場法との比較からも窺える。すなわち、商店法は15世紀にまで遡る日曜日の市や商店営
業を禁止する種々の法と密接な関連がある。そのうえ、19世紀後半以降にしても、商店
の閉店時刻や半休日を定める法としての側面が目立つからであろう。しかしながら、通常
商店法と称される」連の法律が制定された背景には、店員の劣悪な労働・生活条件への関
心の高まりも認められる。店員の過長労働時間を抑制するための有効な手段として、閉店
1）拙著『イギリス女性工場監督職の史的研究　性差と階級』慶応義塾大学出版会、2001年、序章。
時刻あ遵守や半休日の導入が求められたことは強調されてよい。また、20世紀後半に商
店営業時間の「規制緩和」が繰り返し議論の姐上にのせられながらも、1994年まで実現
しなかった。法改正に時間がかかったひとつの要因は、小売業で働く人々の労働条件への
悪影響を懸念する見解が根強かったことにある2〕。
　商店法に盛り込む店員の労働条件規定の検討に際しては、絶えず工場法の水準が念頭に
置かれていた。もっとも、第二次世界大戦後には、店員のみならず事務員なども含めた
「非工業雇用（non－industrial　employment）」における健康・福祉・安全に関する法（Of
ices，Shops　and　Railway　Premises　Act，1963，以下、OSRP法）が別途制定された。このこ
とは、労働時間についての条項を土台として、健康・福祉・安全の規定が追加されていっ
た工場法に比べて、労働保護立法としての商店法をわかりにくくした。そのため1960年
代以降商店法をめぐる議論が、営業時問の「規制緩和」、とりわけ日曜営業禁止の廃止を
争点として全面展開され、反対論の重要な根拠のひとつであった労働条件への配慮を弱め
るのに貢献しただろう。しかし、0SRP法の制定も、商店法における労働保護水準の不十
分さを認識し、工場法が適用されない「非工業雇用」の労働条件への対応が必要とされた
からこそであった。
　もちろん、労働保護立法としての工場法と商店法との大きな違いも吟味する必要があ
る。例えば、工場法以上に商店法の実効性の確保は覚束なかったかもしれない。なぜな
ら、工場法が対象とする製造業については全国一律の適用を建前とし、1833年以降、中
央政府が任命する工場監督官によって実施された。他方、一部の商店法は、スコットラン
ド（や北アイルランド）には適用されず、実施責任も地方政府に委ねられたため、実施状
況の地域格差がきわめて大きく、これが不満の種ともなった。工場監督官による商店津の
実施を求める意見は繰り返し出されたが、実現しなかったヨ〕。さらに、工場法・仕事場法
も零細製造業の適用除外の間題を抱えていたとはいえ、小売業の場合は、製造業よりもは
るかに広い地域に膨大な小規模零細店舗が分散する。また、多種多様な業種を含み込んで
煩雑な適用除外の規定が錯綜し、抜け道を容易にした。
　工場法と商店法をめぐる議論で留意すべき違いは「公衆」（the　public）の存在である。
劣悪な労働条件が労働者の心身およびモラル上の問題を引き起こし、公衆の利害にも及ぶ
とする主張は、工場法および商店法の必要性の根拠として共通する。ただし、商店法の場
合には、「買い物客の便宜」がしばしば「公衆の利益」と同一視され、営業時問規制への
強力な反対論を形成した。早い時間帯に買物を済ませるよう促すという公衆の啓発は、立
法を回避するための努力としても、立法支持者が店員を支援する行動としても、唱えられ
たのである。公衆衛生法における衛生条件規定の商店への適用は、労働条件の改善にも連
2）　B．P．P．〔18〕．
3〕　Hallsworth〔50〕pp．32，91，〔51〕pp．187－190．
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動するが、あくまで店員よりも顧客の利害が優先されてのことであった。
　また、工場法については、中小企業（主）による過当競争に対する大規模企業（主）の
利害がしばしば論じられたが、商店法の場合には、逆に小規模な商店主たちの利害への言
及が目立つ。小店主たちは、早仕舞いしたくとも、顧客を失うことを恐れて抵抗するので
あって、夜遅くまでの営業を強いられる零細な店主こそ、商店法を望んでいるというので
ある。これは、営業時間と労働時間、どちらを立法の対象とするかという重要な論点にも
関連し4〕、労働時間規制の単位のとり方5iにも絡んでくる。
　例えば、1901年上院特別委員会報告書による証言のまとめでは「小店主は富裕な店主
と同様に、もしくはそれ以上に立法を望んでいる」、「単に店員の労働時問を規制する法
は、店主の利益にならず、店主を満足させない」と記されている制。また、商店の夜問・
日曜営業の規制緩和を検討した1984年委員会も、「商店労働者の保護」と「小店主の過当
競争からの保護」への関心から商店法が制定されたとする刊。もっとも、クロシックによ
れば、ヨーロッパ大陸諸国と比較して、イギリスの小売商たちの間では「経済的リベラリ
ズム」が浸透し、彼らが国家の支援や保護を求めなかったことこそが特徴であり、比較的
大きな個人商店主による営業時問法の要請をその「例外」だとする別。なお、オーストラ
リアについて、ホグビンは「店員の厚生への関心は否定できないものの、営業時間規制立
法のきっかけに過ぎず、店主の利害が中心だった可能性を排除できない」といい、アメリ
カの日曜営業禁止（州）法についても同様の見解がある馴。
　さらに、立法による労働時間短縮が、外国との競争上、不利になるという反対論は、製
造業については説得力を持つが、小売業の場合には、そうした競争には晒されないとする
商店法擁護論もみられたm〕。
　工場法と商店法の比較は、工場法を基準として商店法が不十分だと評価するためという
よりも、むしろ生産の場で成立した労働保護立法がいかに商業労働の場に適用できるのか
という問題意識からの検討に有効というべきであろう。
4）　B．P．P．〔11〕para．14．
5）「商店法は週労働時間規制へ進む傾向があるが、工場法は1日当たりの規制を課す」（‘Women　un－
　der　the　Facto収Act，’E昭1舳ωo刎刎，No．32，Aug．1911，p．159）。
6）　B．P－P．〔6〕vi．
7）　B．P．P．〔18〕para－10．
8）　J．Crossick，‘Shopkeepers～md　the　State　in　Britain，1870－1914，’in　Crossick　and　Haupt〔38〕pp．242－
　243，251－256．
9）　Hogbin〔55〕p－12，Lal〕and　and　Heinbuch〔76〕p－142．
1O）　anon．〔24〕p．15，B．P．P．〔14〕par乱188．
（2）　店員の「社会的周縁性」
　労働保護立法としての商店法の意義が見落とされやすい、もうひとつの大きな理由は、
そもそも店員を「労働者」として位置づけるかどうかという基本的な認識が暖昧なままに
推移した事情にもある。
　店員の仕事は、肉体的な負担が軽くて汚れない作業であることや、読み書き計算などの
基本的な教育の修了を要件とすることによって、肉体労働とは区別されてきた。そのた
め、工業労働者よりも実際の賃金水準は低く、労働時間は長く、雇用保障を欠いても、労
働階級の人々にとって、店員の職を得ることは社会的地位の上昇とみなされ、きわめて供
給圧力が強かった11〕。他方で、（下層）中流階級からの参入もある’2j。かつては商店の徒
弟制の下で「熟練」が形成され、いずれ自分の店を持って独立し、社会的上昇移動を実現
できたかもしれない。しかし、そうした機会が失われても、工業労働者とは違うという店
員の白意識が、劣悪な店員の労働条件を存続させ、労働組合運動の発展を妨げたとも指摘
されている’ヨコ。また、事務員ならば、いちおう「ホワイトカラー」として認知されるが、
店員は「ブルーカラー」でないとはいえても、「ホワイトカラー」だとは断定しきれない
中途半端な位置づけにとどまる。店員とサービス業従事者との区別も容易ではない。
　店員の慶昧な地位は統計上の扱いにも及ぶ。国勢調査が職業分類と産業分類の両方を初
めて備えるようになった1911年以降でも、店主と店員、あるいは、商店に雇われている
事務員と販売を担当する店員との区別がつかなかったりする。店員の集計が行われても、
その集団としての位置づけの問題は残る。例えば、戦間期イギリスの賃金・給与を検討し
たチャップマンは、店員と美容師（hairdressers）を「給与労働者（salaried　workers）」
に含めながらも、就労人数と所得の変化をみる際には、店員と美容師を「賃金取得者
（WageeamerS）」に含めた数値もあわせて提示している14〕。
　こうした店員の処遇は、第二次世界大戦後にも引き継がれる。584の職業を7クラスに
振り分けた1951年国勢調査において、店員は、組み立て工、運転手、家事奉公人、農業
労働者などとともに、数か月で課業を修得できる「半熟練肉体労働者（Semi－skilled
11）　Holcombe〔56〕p．107．1880年代に店員への工場法の拡大適用を強く求めたサザーストは、子供
　を店員になるよう送り出す親の「世問に対するみえ（gentility〕」が誤っていると非難する（Sutherst
　〔94〕PP．16－17，125）。
12）　ヴィクトリア後期およびエドワード期の（男性）店員の「社会的周縁性（soda1marginality）」を
　論じたホスグッドは・店員を下層中流階級とする一方（Hosgood〔60〕）、労働階級コミュニティに根
　ざす小店主の「周縁性」も別稿で取り上げている（Hosgood〔59〕）。
13）　Fabian　Socie蚊〔44〕p．11，anon．〔24〕p．16，Ho血man〔54〕p．3，Whitaker〔98〕pp．172－173．
14）Chapman〔35〕chap．2．「商品の販売は非肉体労働とみなされるが、肉屋のような肉体労働を伴う
　場合、店員が肉体労働に分類されることもある」（〃比，p．8）。
15）　1A：Higher　professions，1B＝Lower　professions，2A：Employers　and　proprietors，2B：Mamgers　and
　administrators，3：Clerica1workers，4：Foremen，inspectors，supe〃isors，5：Skilled　mamal　workers，6：
　Semi－skilled　manual　workers，7：Unskmed　mamal　workers．
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manual　workers）」（第6クラス）に分類されている’引。ロースによれば、店員を「ホワイ
トカラー」もしくは「非肉体労働者（non－manual　workers）」に分類するアメリカ合衆国
に対して、イギリスでは店員のみから成る社会経済集団が設定されるという’帥。
　さらに19世紀後半から労働階級が選挙権を獲得するようになっても、住み込み（liVing－
in）の店員には選挙権が認められなかったことは特筆すべきだろう。20世紀初頭まで、と
りわけロンドンの小売業においては、店舗の階上や店舗とは別の宿舎に賄い付きで住み込
む店員が少なくなかった。住み込み制の下での、労働時間外の拘束、様々な名目による賃
金からの控除、不潔で劣悪な居室条件や粗悪な食事などは、19世紀後半20世紀初頭の店
員問題の焦点のひとつであった。のみならず、住み込みの店員は、男性であっても、家賃
を白ら支払う借家人や問借り人のような住居占有者とはみなされず、玄関の鍵の管理もで
きないことを理由に、家事奉公人と同様に扱われた。それ故、19世紀後半における2回の
選挙法改正によっては、選挙権資格が認められなかったのである。ただし、「雇い主の部
屋から構造的に分離された部屋の単独占有者」であれば選挙権が認められたが、これに該
当する店員は、雇い主に優遇されるごく少数者にとどまった。さらに、同じ雇い主の下で
あっても、店舗間の異動に伴う宿舎の移動が選挙権資格を妨げた川。こうした状況は、店
員の増加やその教育水準に比して、政治力を持てない理由として認識される」方、成人の
普通選挙権の主張の根拠ともなった’剛。30歳以上の女性の参政権を実現した1918年改正
においても、家事奉公人や住み込み店員の女性は排除された。
　また、雇い主から住まいと賄いを提供される店員は、家事奉公人とともに、社会保険の
対象となる「労働者」として直ちに認められたとは限らず、ここでも適用資格を獲得する
までに時間を要することがあった。各種社会保険はじめ様々な制度について、「肉体労働
者」と「非肉体労働者」の区別のみならず、後者に店員が含まれるかどうかの点検が必要
であるユ9コ。
　店員の暖昧な地位をめぐる諾問題は、それぞれ専門的な検討を要する課題であるため、
筆者自身が取り組みうる範囲はきわめて限られるが、絶えず念頭に置くべき重要性を有す
ることは確認しておきたい。
16）Routh〔89〕p．27．なお、店員を意味する一shop　assistant’はイギりスの用語であり、アメリカでは
　‘salesc1erk’’salesman／woman’が一般的である。‘shopworker’は19世紀末頃から店員組合の関係者た
　ちによって使われ、20世紀後半には議会委員会報告書も用いている。
17〕B㎝dield〔32〕pp．4－5，8－9．この冊子には・KOliver，・DomesticSemantsandCitizenship’も収め
　られている。
18〕　Dilke〔42〕p．！3，Bondield〔32〕p．9．
19）　IL0〔68〕p．768．ホフマンによれば、1921年および1931年国勢調査における店員労働者数より
　も、初めて店員を適用対象に含めた1921年実施の失業保険法に基づく被保険者数の方がより止確だ
　という（Hoffman〔53〕p．4）。健康保険については、店員組合が1911年国民保険法に基づく認可組合
　（approved　socie蚊）となった佃o1combe〔56〕p．122〕。
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（3）　「消費社会」研究の盲点
　「消費」に注目する研究は、従来からの「生産」を軸とする膨大な研究成果に比して、
遅れをとってきたが、近年、目覚ましい進展を遂げている。にもかかわらず、19世紀か
ら20世紀を対象とする研究に限定しても、なぜか店員の存在は等閑に付されたままであ
る。
　例えば、デパートやチェーン店など、いわゆる大規模小売業が急成長した戦間期には、
平均的な商店規模の零細さとその過剰が、経済性を損ねて小売価格の低下を妨げていると
する二一ル刎やヘンリー・スミス21〕の著作が出版された。1940年代後半のレヴィ22〕も含
めて、そこでは製造業とは異なる小売業の産業構造の特徴を明らかにすることが主眼であ
り、就労者数の急増には言及するものの、店員への関心は労働費用の要素としてのみであ
る。第二次世界大戦後には、ジェフェリーズ23jやマサイアス14〕による大規模小売業に関
する本格的な研究をはじめ、ブリッグスが執筆した企業史1引、「ファッション」の社会史
ともいうべきアドバーガムの著作2刮も出現した。しかし、これらの研究で脚光を浴びる
のは、創業者や経営者たちであって、従業員の影は薄い。個別企業の労働条件や福利厚生
についても、ごくわずかな記述にとどまる。
　20世紀最後の20年間には、それまでの研究をふまえた概説書として位置づけられるフ
レイザー刊やベンソン捌とともに、「イギリスのデパートについての最初の歴史的概説」
だとするランカスターの研究29〕もまとめられた。後者は、店員について1章を充てるが、
著者自身が認めるように、イギリスのデパート労働史は未開拓の分野であり、アメリカに
ついてのスーザン・ポーター・ベンソンの研究帥〕に匹敵するものはないという。また、
「消費」への着目は、消費者としての女性の存在を前面に押し出し、女性史研究の蓄積と
相侯って、ラパポートの優れた論文31〕なども生み出したが、消費者の重視はむしろ店員
の看過を加速するようにさえみえる。さらに、クロシックらを中心とする下層中流階級の
社会史研究では、小規模な商店主と事務員が幅を利かせる32〕。小売業に関する経済社会史
研究でも、従来の大規模小売業中心の研究動向への批判から、小規模でインフォーマルな
　20）　　Ne創　〔85〕、
Smith〔92〕、
㎞vy〔78〕．
Je廿岬s〔71〕．
Mathias〔82〕．
Briggs　〔34〕．
Adburgh劃m〔1g〕．
Fraser　〔48〕．
Benson　〔28〕．
Lancaster　〔77〕．
Benson　〔30〕．
Rapparport　〔88〕．
Crossick　〔37〕．
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形態の小売業やその担い手に目が向けられ、相変わらず店員への関心は窺えないヨ3〕。
　このように店員という職業で生計を立てる人々が絶対的にも相対的にも、それなりの比
重を占めるに至っても、店員の存在やその労働条件には、研究対象としての視線が向けら
れてこなかった。19世紀後半から20世紀前半にかけて散見される、店員の劣悪な労働条
件の改善を訴える出版物の大半は、社会改革論者や店員労働組合運動の中心的人物による
執筆で占められ、イギリスにおける店員労働についての歴史的研究は、1973年に刊行さ
れたホイッティカーの著書34〕が現在でもほとんど唯一といってよい。その意味できわめ
て貴重だが、対象時期が第一次世界大戦前までのため、商店法の確立期ともいうべき戦間
期を含む研究は見当らない。店員組合書記長ホールスワースの著作35〕によって補足がで
きるのも、1930年代初頭までに限られ、30年代半ばの重要な商店法には及ばない。工場
法についてよりもはるかに少ない二次文献の入手が難しいことも、関心の低さを裏付け
る蜘。さらに、20世紀後半の状況を歴史的に跡付けようとすれば、膨大な議会資料の中
から手探りで関係する報告書を播くしかない。従って、イギリス商店法の沿革をまとめる
という最も基本的な作業さえ今後の研究課題となるのである。
（4）　商店法における性差
　！886年に制定された最初の商店法（Shop　Hours　Regulation　Act，1886）は、18歳以下の
年少者について週労働時間の上限を規定し（食事時間も含めて74時間）、1934年商店法
（ShopAct，1934）によって、ようやく年少者の週48時間制の規定が設けられた。工場法
と同様に、成人男性の労働時間を直接に定めず、食事時間と半休日についてのみの適用に
とどまった。しかし、強調すべきは、工場法（や鉱山法MinesandCo1lieriesAct）とは異
なり、女性の就労時間や就業分野への関与がみられないことである。なぜなら、工場法に
代表される労働保護立法が女性のみに適用される規定を設けたのは、当時の性別役割分業
（観）と密接に連携し、これを強化するという女性史研究の知見に対して、ささやかな疑
問を呈するからである。
　19世紀中葉に店員の処遇を論じる際には、若い男性が暗黙の前提とされ、女性への言及
は限定的であった。1880年代には店員として働く若い女性に注目する主張もみられるよ
うになり37〕、1890年代に入ると、女性店員の労働条件がひとつの焦点となる。その背景
33）　Benson　and　Shaw〔29〕．
34）　　V『hitiker　〔98〕．
35〕　Ha11sworth〔51〕．
36）イギリスエ場法関連の二次文献のかなりの部分は日本国内で入手できたが、商店法に関する文献
　のうち国内に所蔵されていたのはごく一部であり、イギリスにおいても閲覧しにくいものが多い。
37）　Brabazon　〔33〕．
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に女性店員の増加の事実があることはいうまでもないが、工場法の拡充における女性の位
置づけが大きな議論を呼んでいた時期でもある。劣悪な労働条件がとりわけ女性に悪影響
を及ぼすとする論調は、「工場法と女性」をめぐる議論と通底する。1873年、ラボック卿
（SirJohn　Lubbock）によって初めて提出された商店法案も、商店に働く児童・年少者・
女性への仕事場法（Workshops　Act）の適用を基本とした。しかし、最初に制定された
1886年商店法は年少者のみの規定にとどまった。
　立法要求を掲げる商店時間労働同盟（Shop　Hours’Labour　League）は、商店主たちの
白主的な努力のみを侍む早仕舞い協会（Ear1y　Closi㎎Association，1842年設立）による長
年の運動が成果を生まない事態を批判して、発足した。その議長サザーストは、ジェヴォ
ンズの著作に触発されて洲、1878年統合工場法（Factory　and　Workshop　Act，1878）の規
定内容を商店の労働条件に適用するよう提案した。ただし、女性のみの適用に反対してい
ることは注目されてよい。彼は、店員の長時間立ちっぱなしの仕事が少年・男性よりも少
女・女性に影響するとしながらも、女性が働かざるをえない必要性を認識する。女性のみ
に適用される立法は、男性との競争において女性を不利にするから、女性の排除ではな
く、女性が働ける労働条件を確保すべきだと訴える。そして、店員が若年層に偏っている
ため、21歳未満全員の労働時間を制限し、食事時間や半休日については、成人男性も対
象に含めるよう主張したのである。
　なお、サザーストも証人のひとりであった、1878年工場法制定に先立って任命された
委員会では、労働時間規定を小売店の年少者と女性に拡大適用するよう求める意見に触れ
ている。これは、仕事場での労働時問の終了後も、併設された販売店で夜遅くまで就労さ
せられる労働者の問題に関連して、取り上げられたが、小売店の規制は工場法の範囲外だ
として、勧告は見送られた糾。
　その後、1886年商店法の規定を女性にも適用しようとする法案が提出されたこともあ
ったが山〕コ、更新を繰り返してきた1886年商店法を恒常的な法にするよう勧告した1892年
商店（時間）法案特別委員会報告書は、成人女性に適用する提案は受け入れないことを明
言した41〕。また、商店法が確立する戦問期に設置された店員特別委員会報告書は、週60
時間以上働く店員の比率は小さいが、過長労働時間は見逃せないとして、全店員の労働時
問を法によって規制することを勧告している42コ。
38）Jev㎝s〔73〕p．67．ジェヴオンズは、レセフェールの原則を放棄しないが、工場法の女性就労規制
　を容認し、成人男性にも及ぶ立法がすでに存在することや、成人男性の労働時間立法（8時間制）の
　要求が近い将来なされる可能性も指摘している。また、卸・小売業における店員の労働についても、
　強い労働組合もしくは買い物客の白制、あるいは最後の拠り所として立法介入が早仕舞いを実現する
　と記している（｛ゐ〃，pp．83－86）。Sutherst〔94〕vi．
39）　B．P．P．〔1〕vo1．I，para．33－38．
40）　BIP．P．〔14〕paraI12．
41）　B．P．P．〔3〕iii．
42）　B．P．P．〔14〕para－127，187．
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　工場法が被保護労働者として女性を児童・年少者とともに一括りにして位置づけた事実
は、絶えず工場法との比較で論じられた商店法にも、当然大きな影響を及ぼしている。し
かしながら、性差にもとづく商店法上の規定は、1899年法（SeatsforShopAssistantsAct，
1899）による、女性店員3人につきひとつの座席を設けるよう雇い主に義務づけた条項の
みである4引。もちろん、商店法における性別規定がほとんどないからといって、店員問題
の議論が当時の性別役割分業観から免れていたわけではない。例えば、住み込み制の弊害
として、男性については、独身を強制され、また、白立心や責任感を妨げられると強調す
るのに対して、女性の場合は、家事の訓練を受ける機会がないことが挙げられている44j。
それでも、工場法とは異なるこうした商店法上の性差の取り扱いが持つ意味を精査する必
要があろう。
　ちなみに、「性差」にほとんど関心を払わなかったホイッティカーの著作を補うのは、
ヴイクトリア期の働く（中流階級）女性として、看護婦・教師・事務員などとともに店員
を取り上げたホルコムである。この両者は、同年に（しかも同じ出版社から）刊行されて
おり、いずれも1960年代以降のイギリス労働史研究の流れを汲む。それだけに、その後
に急速な進展を遂げた女性史研究からの批判は免れず、ブラッドリーによれば、ホルコム
は、女性の店員職への参入を「プロレタリア化」の一環として捉えており、新たな性別分
業としての側面を見落としているという45コ。
（5）国際労働機関とイギリス商店法
　国際比較からは、どのようなイギリス商店法の特徴がとらえられるだろうか。厳密な比
較は難しいが、少なくとも戦間期については、国際労働機関（IntemationalLabourOr－
ganization，以下、IL0）の活動を通じて手がかりが得られる。周知の通り、1919年ヴェル
サイユ条約に基づいて設立されたILOは、1日8時間週48時間労働制の実施を求める条約
を第1号として採択した。これは「工業的企業」に適用される条約として成立したが、ヴ
ェルサイユ条約そのものは、非肉体労働者への適用をも意図したとみなされ、1920年代
後半には、「俸給被傭者（sa1aried　employees）」の労働時間規制への関心が高まった。先
進諾国を中心に、こうした就労者の増大と彼らの労働条件に関する立法制定が相次いだか
らである。その結果、1929年（第12回総会）と1930年（第14回総会）の議題として取り
上げられ、「商業及び事務所における労働の規律に関する条約（30号条約）」が採択され
43）　この規定について、1949年の議会委員会報告書は「なぜ男性店員に同じ便宜がないのかわからな
　い」と述べている（B．P－P．〔16〕para．49）。
44）　B．P．P．〔10〕cd．4442，para．177．
45）　Holcombe〔56〕chap．V，HarIlet　Bradley，〃舳も㎜o〃、㎜o閉2必W〃胎，Cambridge，Poli蚊，1989，p．
　180．
46）　IL0　〔63〕　〔64〕．
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た。総会に先立って作成される報告書4刮における重要な論点のひとつは、国によって大
きく異なる「俸給被傭者」の範囲であった。「商業的企業」と「事務作業従事者」を主た
る対象とし、病人などの治療・看護のための施設、旅館や料理店その他の飲食店、劇場や
公衆娯楽場などは適用除外とした47〕。
　世界的にみて、1886年以降のイギリス商店法は、最も早く制定された立法のひとつで
あり、オーストラリアやニュージーランドなども含めてイギリス帝国の国々は「俸給被傭
者」の労働時間短縮の先頭を切った。しかし、他の諸国が第一次世界大戦後、幅広く「俸
給被傭者」に適用される労働時間立法を設けるようになったにもかかわらず、イギリスお
よび自治領・植民地は商店法を存続させ、事務所や事務員への適用拡大は進まなかった4剖。
第14回ILO総会に向けて、各国政府に対して質問表への回答が求められた際、イギリス
政府は「質問表が対象とするような幅広い様々な職業の条件を、条約であれ、勧告であ
れ、単一のやり方で扱うのは受け入れにくい」として、「流通業の雇用条件を調査する勧
告の採択以上にすすめるのは現実的ではない」と、回答を拒否してしまうのである蛆〕。イ
ギリス議会において初めて「店員」を掲げた特別委員会が任命されたのは、1930年のこ
とであり舳、店員の労働保護立法としての商店法が確立するのはその後である。
　ちなみに、第一次世界大戦直後の1919年、イギリス政府は俸給被傭者について週48時
問制を適用する法案を準備していたが、進展をみなかった51〕。その後、戦間期には事務所
の健康・福祉・安全に関する議員法案（O冊ce　Regulation　Bil1）がたびたび提出されたが
（1923－36年の問に11本）、政府は公衆衛生法の「職場（workplace）」の定義に事務所も含
まれるので、十分対応できるとの見解に立ち、前述の1963年OSRP法まで制定に至らな
かったヨ別。また、OSRP法の実施責任も商店法や公衆衛生法と同様、地方政府のままであ
った。1974年制定の「職場の健康・安全法（Health　and　Safe蚊atWorketc．Act，1974）」が
目指したのは、職場の健康・安全に関する各種立法（および、その実施機構）の統合と整
備であり、1961年工場法や先の1963年0SRP法は廃止される一方、教育・研究サービス
や医療・保健サービスの職場への適用拡大などがはかられた5則。
　すでに戦問期において、工場法はもとより則、商店法やその他の「俸給被傭者」にかか
　47）　ただし、37号勧告（旅館・料理店など）と38号勧告（劇場・公衆娯楽場など）が採択された。
　IL0における「俸給被傭者」に関する労働基準のその後の発展は、第二次世界大戦後まで待たなけれ
　ばならない。
48〕IL0〔63〕pp．12，17，29．この報告書によれば、イギリス帝国以外で、商店の労働時間についての
　立法を持つのはギリシアのみ（p．29）、また、イギリスの「俸給被傭者」のうち、商店で最も労働時
　問が長く、事務所の事務員は週40時間程度（38－48時削だという（pp．171－172）。
49）　IL0　〔64〕pp．12－13．
50）　B．P．P一〔13〕　〔14〕．
51）　B．P．P．〔14〕　para．14．
52）　B．P．P．〔16〕para．10．
53）拙稿「戦間期のイギリスエ場監督職一性差と階級・再考」（中央大学）『経済学論纂』42巻6号、
　2002年、78－79頁。
54）前掲、拙著、終章、参照。
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わる労働保護立法についても、イギリスはもはや「最先進国」としての優越を誇ることは
できなくなっていたのである。
　なお、ILOによれば、休憩・食事時間を含めて労働時間を規定するイギリスのやり方は
やや特異である。また、イギリスは工場監督制度を最初に創設しながら、商店法の実施は
地方政府が担当するが、工場監督官が「俸給被傭者」の労働時問規定の実施に当たる国も
多かった55〕。
（6）　日本の社会政策研究と商店法
　かつて日本の社会政策（史）研究においては、大河内理論を挙げるまでもなく、イギリ
スエ場法が大きな比重を占めていた時期がある。しかし、一連のイギリス商店法の存在に
注意が払われることは稀であり、1938（昭和13）年に制定された日本の商店法について
さえも、言及される機会はほとんどない冊。社会政策理論は、生産関係に基づく生産労働
力のみに厳しく限定して、理論の精綴化をはかり、商業・流通業の就労者については、
「価値」を生まない労働力として切り捨ててきたからであろう。また、日本の商店法は、
行政側の調査研究は大正末期から開始されていたものの、1938年という成立時点から戦
時体制の一環として把握される傾向が強い57〕。加えて、第二次世界大戦後に制定された労
働基準法（1947年）が、産業を問わず1日8時問・週48時間の原則を調ったことが、閉店
時刻を定める商店法への関心を弱めたのだろう5副。
　しかし、昭和初期には、商店法をめぐる時評が数多く執筆され、商店法制定前後には全
国各地で店員の労働条件や商店の営業時間についての調査が実施されている。とりわけ井
上貞蔵は『商店法論」を著し、ドイッの文献とILOの資料を駆使しながら、日本の実情に
ついても論じている59j。「工業社会問題（中小工場間題と工場労働者問題）」に対応する
「商業社会問題（中小商店問題と商業使用人問題）」に関心を寄せる井上にとって、『商店
法論』はあくまで『商業使用人問題の研究」の副論文にとどまザ〕、前者の内容も、文献
や調査の紹介の域を出ない憾みはあるが、日本では他に類をみない商店法についてのまと
まった文献として重要である。日本の商店法についての研究も忘れられた課題といえよう釧。
55）　1L0　〔63〕pp．72，166．
56）土穴文人『社会政策制度史論』啓文社、1990年、500－502頁、労働省『労働行政史（第1巻）』労
　働法令協会、1961年、664－684頁。
57）　『講座日本近代法発達史（第8巻〕』勤草書房、1959年、261－263頁。
58）昭和30年代には、商店街の」斉週休制や閉店時刻制の普及推進が行政指導として行われた（労働
　省『労働基準行政五〇年の回顧』日本労務研究会、1997年、186－188頁〕。
59）井上〔62〕。初版にはHallsworth〔50〕の全訳を収めたが、新訂改版では削除された。
60）井上貞蔵『商業使用人問題の研究』千倉書房、1937年、704頁。
61〕数少ない例として、松井清「『商店法』間題の社会学的背景」『慶応義塾創立125年記念論文集」
　慶応法学会、1983年、ただし、「『商店法』それ白体の分析・評価等は直接本稿の課題ではない」（99
　頁）としている。
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　ちなみに、IL030号条約を採択した第14回総会に先立つ各国政府への質問表に対する
日本政府の回答は、「日本の現状からみて時期尚早」だとして、条約および勧告の採択に
「賛同しない」というものだった肥〕。
む　す　び
　ヴイクトリア期およびエドワード期イングランドにおける店員の労働時間問題を辿った
ホイッティカーは、レセフェール概念の消滅は、専ら工業（労働）条件に関心を向けてき
た歴史研究家が聴衆や読者に信じ込ませてきたよりも緩やかだと結論づける捌。労働保護
立法としてのイギリス商店法のその後の展開も視野に収めた歴史的検討は、イギリス独自
の特徴や制定時の事情を色濃く反映しながらも、工場法の場合以上にきわめて現代的な意
義を帯びてくる。なぜなら、製造業中心から商業・サービス業の比重の高い産業構造への
転換を背景に、世界で最も長い工場法の歴史を有するが故に、製造業以外の分野における
労働条件を定める法的枠組みを作り上げるに際して直面しなければならなかった困難を浮
かび上がらせるからである。現代の労働基準を考える上で、イギリスエ場法がその起源と
しての重要性を持つとするなら、イギリス商店法はサービス経済化がいっそう進展する状
況に対するより多くの示唆に富むといわなければならない。
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